
厚生労働行政推進調査事業費補助金 
（地球規模保健課題解決推進のための行政施策に関する研究事業） 

令和2年度　分担研究報告書 
日中韓における少子高齢化の実態と対応に関する研究 
「中国における人口問題と政策対応に関する研究」 

研究分担者 佐々井 司 国立社会保障・人口問題研究所 

研究要旨 
 本研究は、中国における少子高齢化と都市化に関する定量分析、ならびに
人口政策の動向とその効果の検証を目的としている。第一に、今日の中国に
おける人口問題について少子高齢化と人口減少の現状分析を通じて、その社
会的影響について考察を加える。次に、中国の人口動向を規定してきたと考
えられる政策、主として計画生育と戸籍管理について、その歴史的経緯を改
めて整理し、そのうえで現在進行する制度改革のもとで人口動向がどのよう
に変容しているのかを考察、人口政策の効果を検証する。 
今年度は、国連人口推計の結果等をもとに定量分析を主に行った。あわせ

て、既存研究のレビューにより定量分析の結果を補足した。中国の人口政策
の近年の動向については各種公表資料をもとに整理を行った。 
 中国の少子化は急速に進み、現状の合計特殊出生率も人口置換水準を大き
く下回る水準で推移している。そのため、中国の少子高齢化は極めて急速に
進行しており、生産年齢人口の減少と高齢者人口の増加が国内的な対応の難
しさをともなって、地政学的な国際関係を変化させる可能性も指摘されてい
る。計画生育や戸籍管理等の展開を含めた政策対応の効果が期待される。 

Ａ．研究目的 
 本研究は、中国における少子高齢化と都
市化に関する定量分析、ならびに人口政策
の動向とその効果の検証を目的としている。 
 第一に、今日の中国における人口問題に
ついて少子高齢化と人口減少の現状分析を
通じて、その社会的影響について考察を加
える。 
 次に、中国の人口動向を規定してきたと
考えられる政策、主として計画生育と戸籍
管理について、その歴史的経緯を改めて整
理し、そのうえで現在進行する制度改革の

もとで人口動向がどのように変容している
のかを考察、人口政策の効果を検証する。 

Ｂ．研究方法 
今年度は実地調査が困難であったことか

ら、既に公表されている情報をもとに分析
と考察を行った。 
少子高齢化と人口減少の現状分析は、主

として国連人口推計（World Population 
Prospects, World Urbanization Prospects）
の結果をもとに実施した。あわせて、中国
統計年鑑等の統計資料を用いると同時に、
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既存研究のレビューにより定量分析の結果
を補足した。 
中国の人口政策の近年の動向については

各種公表資料をもとに整理を行った。 

（倫理面への配慮） 
本分析は、公表済みの統計資料・文献を

用いるため、倫理審査に該当する事項はな
い。 

Ｃ．研究結果 
 中国の少子化は急速に進み、現状の合計
特殊出生率も人口置換水準を大きく下回る
水準で推移しているとみられる。 
 国連人口推計（中位）によると中国の合
計特殊出生率は、1960 年代までの約６の
水準から急速に低下し、90 年代後半以降
は 1.6～1.7 の水準で推している。今後出
生率が 1.7を上回る水準まで回復するとい
う仮定のもと、総人口は 2020 年に 14 億
3932 万人、10 年後の 2031 年には 14 億
6442 万人でピークを迎えその後減少に転
じる。同仮定で 16 億 5135 万人（2059 年）
まで増加するとされるインドには 2026～
27 年ごろ一位の座を譲ることになる。世界
人口に占める中国の人口シェアは 1973 年
に 22.6％、2020 年に 18.5％であるが、2050
年には 14％台にまで低下するとみられて
いる。 
 一方、生産年齢人口は 2015 年頃を境に
すでに減少基調にある。1995 年には全世界
の生産年齢人口の約 4 分の 1 のシェアを占
めていたが、現在 20％強、2045 年には 15％
を下回り、2085 年に向けてさらに 10％を
切る可能性がある。 
 高齢化も進行する。総人口に占める 65
歳以上人口割合は 1950年に4.4％であった
が、2000 年代の前半に 7％を超え、2020

年 12％、今後加速的に増加し 2050 年には
今日の日本と同水準の 26％に達した後、長
期的には 30％超の水準で安定する見通し
である。中国では高齢者の長寿化が世界に
比して進むことが見込まれている。100 歳
以上高齢者の 30％が中国で暮らす可能性
が示唆されている。 

Ｄ．考察 
 中国政府が公表する近年の出生率は実態
よりも高いと指摘する向きもある。国連人
口推計は原則公表値をもとに展開されてお
り、その信憑性には課題があるものの、中
国が急速な少子高齢化と人口減少に向かっ
ていることを示すには十分な根拠となり得
る。 
 少子高齢化と人口減少は中国国内におい
ける中国特有の社会問題とも密接に関連し
ており、計画生育や戸籍管理等の展開を含
めた政策対応の効果が期待される。 
近年２人目の子の出生条件が大幅に緩和

されるなか出生率の回復が期待されている
が、現状では制度改革の明示的な効果がみ
られていないとされる。他方で、これまで
実施されてきた計画生育は当初想定してい
なかった急速な人口高齢化と男児偏重の出
生性比等の人口問題をもたらしている。 
また、戸籍管理制度が段階的に緩和され

つつあり、人口移動もより自由度を増す傾
向にある。農村人口の減少を伴う都市化の
進行は過疎・過密の問題を顕在化させてお
り、今後中長期的に新たな社会問題を誘引
することが懸念されている。 
 中国の少子高齢化と人口減少は、地政学
的な国際関係を変化させる可能性も指摘さ
れている。日本社会の今後にも少なからず
影響を及ぼす課題であることから、引き続
き学術的視点からの考察が重要となるであ
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ろう。 
 
Ｅ．結論（今後の課題） 
今年度は実地調査が困難であったことか

ら、詳細な人口分析を行うために必要とな
る実態に即した統計の入手が極めて困難で
あった。また、近年の計画生育と戸籍管理
に係る制度改革の詳細な情報についても十
分に収集できたとは言えない。次年度以降、
中国国内の人口研究者との交流も深めつつ、
より信憑性と実効性のある分析に努めたい
と考えている。 
 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 

なし 
２．学会発表 

なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 3.その他 
 なし 
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令和3年度　分担研究報告書 
日中韓における少子高齢化の実態と対応に関する研究 
「中国における人口問題と政策対応に関する研究」 

研究分担者 佐々井 司 国立社会保障・人口問題研究所 

研究要旨 
本研究は、中国における少子高齢化と都市化に関する定量分析、ならびに

人口政策の動向とその効果の検証を目的としている。第一に、今日の中国に
おける人口問題について少子高齢化と人口減少の現状分析を通じて、その社
会的影響について考察を加える。次に、中国の人口動向を規定してきたと考
えられる政策、主として計画生育と戸籍管理について、その歴史的経緯を改
めて整理し、そのうえで現在進行する制度改革のもとで人口動向がどのよう
に変容しているのかを考察、人口政策の効果を検証する。 
今年度は、昨年度に引き続き、国連人口推計の結果等をもとに定量分析を

主に行った。あわせて、既存研究のレビューにより定量分析の結果を補足し
た。さらには、中国の人口政策の近年の動向については各種公表資料と関係
者へのヒアリングをもとに整理を行った。 
中国の少子化は急速に進み、現状の合計特殊出生率も人口置換水準を大き

く下回る水準で推移している。そのため、中国の少子高齢化は極めて急速に
進行しており、生産年齢人口の減少と高齢者人口の増加が国内的な対応の難
しさをともなって、地政学的な国際関係を変化させる可能性も指摘されてい
る。コロナ後における計画生育や戸籍管理等の展開と人口動態への影響に注
目し考察を続けたい。 

Ａ．研究目的 
 本研究は、中国における少子高齢化と都
市化に関する定量分析、ならびに人口政策
の動向とその効果の検証を目的としている。
第一に、今日の中国における人口問題につ
いて少子高齢化と人口減少の現状分析を通
じて、その社会的影響について考察を加え
る。 
次に、中国の人口動向を規定してきたと

考えられる政策、主として計画生育と戸籍

管理について、その歴史的経緯を改めて整
理し、そのうえで現在進行する制度改革の
もとで人口動向がどのように変容している
のかを考察、人口政策の効果を検証する。 

Ｂ．研究方法 
今年度の実地調査が困難であったことか

ら、国内において既に公表されている情報
や同プロジェクト内で実施された研究会・
交流会の講演内容をもとに分析と考察を行
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った。 
少子高齢化と人口減少の現状分析は、主

として国連人口推計（World Population 
Prospects, World Urbanization Prospects）
の結果をもとに実施した。あわせて、中国
統計年鑑等の統計資料を用いると同時に既
存研究のレビューにより定量分析の結果を
補足した。 
中国の人口政策の近年の動向については

各種公表資料をもとに整理を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
本分析は、公表済みの統計資料・文献を 

用いるため、倫理審査に該当する事項はな
い。 
 
Ｃ．研究結果 
中国の少子化は急速に進み、現状の合計

特殊出生率も人口置換水準を大きく下回る
水準で推移しているとみられる。コロナ禍
の影響も少なくなく、新聞報道等では、予
測より早いタイミングで人口減少が始まっ
ていると伝えられる。 
国連人口推計（中位）によると中国の合

計特殊出生率は、1960 年代までの約６の
水準から給食に低下し、90 年代後半以降
は 1.6～1.7 の水準で推している。今後出
生率が 1.7を上回る水準まで回復するとい
う仮定のもと、総人口は 2020 年に 14 億
3932 万人、10 年後の 2031 年には 14 億
6442 万人でピークを迎えその後減少に転
じる。同仮定で 16 億 5135 万人（2059 
年）まで増加するとされるインドには 
2026～27 年ごろ一位の座を譲ることにな
る。世界人口に占める中国の人口シェアは 
1973 年に 22.6％、2020 年に 18.5％であ
るが、2050 年には 14％台にまで低下する
とみられている。 

一方、生産年齢人口は 2015 年頃を境に
すでに減少基調にある。1995 年には全世
界の生産年齢人口の約 4 分の 1 のシェ
アを占めていたが、現在 20％強、2045 年
には 15％を下回り、2085 年に向けてさら
に 10％を切る可能性がある。 
高齢化も進行する。総人口に占める 65

歳以上人口割合は 1950年に 4.4％であった
が、2000 年代の前半に 7％を超え、2020
年 12％、今後加速的に増加し 2050 年に
は今日の日本と同水準の 26％に達した後、
長期的には 30％超の水準で安定する見通
しである。中国では高齢者の長寿化が世界
に比して進むことが見込まれている。100 
歳以上高齢者の 30％が中国で暮らす可能
性が示唆されている。 
 
Ｄ．考察 
中国政府が公表する近年の出生率は実態 
よりも高いと指摘する向きもある。国連

人口推計は原則公表値をもとに展開されて
おり、その信憑性には課題があるものの、
中国が急速な少子高齢化と人口減少に向か
っていることを示すには十分な根拠となり
得る。 
少子高齢化と人口減少は中国国内におい

ける中国特有の社会問題とも密接に関連し
ており、計画生育や戸籍管理等の展開を含
めた政策対応の効果が期待される。 
近年２人目の子の出生条件が大幅に緩和

されるなか出生率の回復が期待されている
が、現状では制度改革の明示的な効果がみ
られていないとされる。他方で、これまで
実施されてきた計画生育は当初想定してい
なかった急速な人口高齢化と男児偏重の出
生性比等の人口問題をもたらしている。他
方、中国における低出生への近年の政策対
応は、子細な調査分析結果に基づいて展開
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されており（2022 年 3 月 2 日「日中韓少子
化対策意見交換会」における賀丹氏（中国
人口与発展研究中心）による報告ほか）、そ
の成果が待たれる。 
また、戸籍管理制度が段階的に緩和され

つつあり、人口移動もより自由度を増す傾
向にある。農村人口の減少を伴う都市化の
進行は過疎・過密の問題を顕在化させてお
り、今後中長期的に新たな社会問題を誘引
することが懸念されている。コロナ禍のな
かで行われたロックダウンの影響等、今後
の動向が注目される。 
中国の少子高齢化と人口減少は、地政学

的な国際関係を変化させる可能性も指摘さ
れている。日本社会にも多大な影響を及ぼ
す課題であることから、引き続き学術的視
点からの考察が重要となるであろう。 
 
Ｅ．結論 
今年度も実地調査が出来なかったことも

あり、新規性のある人口分析を行うために
必要となる情報収集が困難であった。また、
近年の計画生育と戸籍管理に係る制度改革
に関しても十分な調査はできなかった。引
き続き、中国国内の人口研究者との交流も
深めつつ、より信憑性と実効性のある情報
の収集に努めていきたい。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 

なし 
２．学会発表 

なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 

 2. 実用新案登録 
 なし 
 3.その他 
 なし 
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